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児童生徒先生

一斉学習

協働学習 個別学習

他地域の学校

ダウン
ロード

自由に
記録

・日々の活動を自動記録
・日々の指導記録
・データに基づく実態把握

習熟度に応じた
学習教材を
自分のペースで学習

理解を深める映像
等を活用した
わかりやすい授業

情報端末・電子黒板を活用した
学校内・学校外の学びあい

ＩＣＴ
支援員 授業を

サポート

学びあい

デジタル教科書・教材

電子ノート

デジタル教科書・教材

個別教材作成

指導計画・学習記録

連携

学習情報基盤
～クラウドコンピューティング等の技術を活用し、いつでも・どこでも・だれでも学べる基盤を構築～

情報端末
（１人１台）

情報端末
（１人１台）

電子黒板電子黒板

指導端末指導端末

既存の
教科書・教材

既存の
教科書・教材

民間教育支援機関

人材育成
・提供

・学習記録を一元的に管理
・マルチメディア型学習教材を提供
・習熟度を客観的に把握

わかる授業

学習履歴

指導に
活用

地域・博物館等

教育
ＣＩＯ

教育の情報化
を統括

教育委員会・地方自治体

保護者

家庭

持ち帰り

・学習状況を把握
・先生との連絡
・児童生徒の学習支援

情報共有

いつでも・
どこでも学習
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個に応じた学び

学習効果
を高める
学校教育

提言のポイント ２１世紀にふさわしい学校教育の実現に向けて 平成22年1２月 財団法人コンピュータ教育開発センター

■ 学校教育は、「知」を備え社会を支え国際社会をリードする人材の育成に重要な役割を担っており、２１世紀にふさわしい学校教育の実現に向け、目指すべき方向性と方策を以下に提言する。

■ ＣＥＣにおいては、本提言実現に向けた活動を推進し、得られたノウハウ・知見等を情報発信するとともに、取組みの評価と助言を行う第三者機関の設置やＩＣＴ支援員の育成等の活動に取組む。

■ 政府においては、ＩＣＴの特性を活用した、いつでも・どこでも・だれでも学習できる環境の実現に向けた取組みを加速することを強く望む。

ＩＣＴの特性（ネットワーク／データベース等）を活用し学習環境を充実
＜いつでも・どこでも・だれでも学習できる環境の実現＞
＜一斉学習・協働学習・個別学習の自在な組み合わせによる学びの多様性拡大＞
＜紙媒体との併用＞
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工程（例２０１１～２０２０年度）
＜円滑な移行に向けた段階的な実施＞
・当初３年間を準備期間、その後６年間を年次進行での整備期間と設定。
・準備期間は既存施策での設

備拡充、教員向け研修実施。
・児童生徒一人一台の情報端

末整備は、年次進行で実施。
＊最初の年度は６年生、

翌年度は５年生を追加。
以降順次、４年生、３
年生‥と拡大。

＜支援体制は１年先行＞
・コンテンツ整備は情報端末

整備より１年先行。
・クラウドセンターと人の配

置（管理者／運用要員／Ｉ
ＣＴ支援員）も、１年先行。

3 費用積算に際し考慮すべき事項

＜システムの特徴＞
・情報端末の利用場所を考慮し、校内ＬＡＮ経由とモバイル回線経由のアクセスが必要。
・セキュリティを担保できるデータセンターでのデータ保持が必須。
・利用者の識別や異動を考慮した全国で一元化されたシステム。
・管理者／運用者／利用者全てにとって新しいシステムであり十分な研修期間が必要。

＜簡易モデルを想定しての費用概算＞
・情報端末の耐用年数は４年、保守費用は買取金額の１５％。
・サーバ等の耐用年数は６年、保守費用は買取金額の５％。
・教員へのＩＣＴを活用した指導方法の研修は５日間／人。
・データ量、アクセス頻度、回線速度を考慮したサーバ台数と配置場所の決定。
・システムの管理者（教育ＣＩＯ）、運用要員、ＩＣＴ支援員等の研修と配置。

＜概算の基礎数字（小学校の場合）＞
・地方自治体数： 1,700 ・教員数：42万人
・学校数：22,000校 ・１学年の教室：56,000教室 ・１学年の児童数：110万人
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◆ ２０１１～２０１３年度の取組み ◆

＜児童生徒一人一台の情報端末＞
・持つべき機能の策定と開示、開発促進

・所有形態、整備方法の検討

・個人識別方法の確立と個人ＩＤ付与の検討

＜デジタル教科書・教材の充実＞
・デジタル教科書・教材の体系化と開発

・教科書・教材配信と課金の仕組みの整備

＜教室・学校における情報機器の整備＞
・学習情報基盤及び関連のネットワーク整備

・情報端末と親和性の高い機器整備と利用

＜教員に対するＩＣＴ研修の充実＞
・教員研修計画の策定と実施

・教員養成課程のカリキュラムの検討

＜教育のＩＣＴサポート体制の強化＞
・ＩＣＴ支援員の職能の検討
・ＩＣＴ支援員の養成と各学校への配置推進

＜校務の情報化＞
・教育の質向上と具体的なモデル提示

・システム化に向けた関連業務の標準化推進

改革の柱と方策
＜産官学連携での教材開発：実証研究で得られた知見の開示と教材開発への活用＞
＜教員支援体制の整備：教員研修の実施とＩＣＴ支援員の配置、教員養成課程の見直し＞
＜制度／財政：関連法制度の検討、国／地方の強力な財政措置の実施＞
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◆ ２０１４年度以降の取組み ◆

＜児童生徒一人一台の情報端末＞
・学校段階に応じた情報端末整備

＜デジタル教科書・教材の充実＞
・必要な制度改正等

・維持管理・運用の効率化に向けクラウド化

＜教室・学校における情報機器の整備＞
・学校段階に応じた情報機器整備

＜教員に対するＩＣＴ研修の充実＞
・e-learning等を活用した研修の効率化

＜教育のＩＣＴサポート体制の強化＞
・e-learning等を活用した研修の効率化
・情報交換とスキル向上のため仕組みづくり

＜校務の情報化＞
・同左


